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事業方針

■基本方針
　当組合は和歌山県内一円を営業基盤とし、設立趣意書の原点に立ち、
和歌山県医師会会員の皆様の相互扶助理念に基づいた地域医療金融の業
務活動を通じて、医業の発展に資する事を基本理念とした業域組合です。
■経営方針
⑴　経営基盤の強化
組合員の増強を図るとともに、原点に立ち返り組合員に役立つ金融
サービスの提供に努める。

⑵　経営管理態勢の充実
倫理綱領に則った経営管理態勢の充実・強化を図る。

⑶　ディスクロージャーの充実
情報開示をより積極的に行うことにより経営内容を十分理解してい
ただくとともに、広報に注力することで組合の活用推進を図る。

トピックス

平成29年 8 月／平石英三先生理事長に就任

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

理事長 平石　英三 副理事長 木下　智弘 専務理事 田邉　　治
理　事 寺下　浩彰 理　　事 宮﨑　孝夫 理　　事 藤木　嘉明
理　事 中田　秀則 理　　事 松浦　良光 理　　事 中村　吉伸
理　事 髙辻　幹雄 理　　事 水本　博章 理　　事 中北　和夫
理　事 宮本　　岳 理　　事 米良　孝志
監　事 森　喜久夫 監　　事 横矢　行弘 員外監事 宮脇　康成
 （平成30年 6 月 9 日現在）

平成29年度　経営環境・事業概況

⑴　経営環境
　昨年10月の衆議院選挙で自民党が大勝し、金融緩和や財政出動の継続
が好感され、日経平均が史上最大となる16連騰を記録、年末の“大納会”
においては26年振りとなる22,700円を上回る高値で終了いたしました。
　平成29年のわが国経済を振り返ると、米国やユーロ圏を中心とした緩や
かな経済回復を受けて、底堅い内外需を背景に企業業績が堅調に推移、ま
た緩和的な金融政策も後押しをして景気回復が順調に継続いたしました。
　しかし依然として景気の回復が感じられないのは、“少子高齢化”の進
展により企業は深刻な人手不足状況にあり、企業業績が堅調であるにも
かかわらず、賃金の上昇が鈍く、物価も上がらない状況が続いているこ
とにあります。
　また国内における政治不信や海外では中国経済の動向、米国トランプ
政権下での米国経済の動向、北朝鮮情勢等々、様々な不安定要素が先々
の経済に対して不透明感を与えております。
　平成30年も金融機関を取りまく環境は、日本銀行のマイナス金利政策の
下で、金融機関間の金利競争の激化や、有価証券利回りの低下等、利ざや
の一層の縮小が予測され収益環境は厳しい状況が続くものと思われます。
⑵　事業概況
　組合員の皆様方のお引き立てにより預金積金は、期末残高で前期比 4
億84百万円増加の231億69百万円（前期比2.13％増加）となりました。
　一方運用面においては、貸出金は期末残高で前期比 1億55百万円増加
の61億40百万円（前期比2.60％増加）となりました。
　有価証券は日本銀行のマイナス金利政策により低利回りの状況であり
ますが、金利リスク等に留意して収益確保を目的に運用を行いました。
その結果、前期比 6億99百万円増加の88億37百万円（前期比8.59％増加）
となりました。
　また組合経営の健全性を重視して、経営支援先に対する引当金を前期
比 7百万円程度保守的に積み増しいたしました。
　この結果、収益面で見ますと超低金利下での厳しい経営環境を反映し
て、経常利益は23百万円（前期比15百万円減少）、当期利益は17百万円
（前期比13百万円減少）を計上するに留まりました。
　信用組合を取り巻く環境はさらにここ数年は厳しい状況が続くものと
予想されますが、今後ともリスク管理態勢の充実、内部監査態勢の確保
を図りながら、引続き健全性第一の経営方針のもと、安定収益の確保、
組合員の増強、融資の増強に努めてまいります。

 組合員の推移 （単位：人）

区 分 平成28年度末 平成29年度末
個 人 1,297 1,292
法 人 196 199
合 計 1,493 1,491

ごあいさつ

　組合員の皆様には、平素より和歌山県医師信用組合をお引き立ていた
だき、誠にありがとうございます。
　この度、当組合の現況（平成29年度　第54期）をまとめましたので、
ご高覧の程お願いいたします。
　信用組合を取り巻く環境は、今後も厳しい状
況が続くものと予想されますが、さらなる経営
体力の強化と、経営基盤の強化に取り組み、リ
スク管理態勢と内部監査態勢の充実を図ること
で、健全性の維持・確保に努め、信頼される信
用組合として、役職員一同なお一層努力いたし
ますので、引き続きご支援・ご指導を賜ります
ようお願い申しあげます。

平成30年 7 月
理事長　平石　英三

当組合のあゆみ（沿革）

昭和39年 4 月10日 ／和歌山県医師信用組合設立組合員数378名                                                       
 同月16日 ／業務開始
昭和39年 5 月 ／全国信用協同組合連合会へ加盟
昭和40年 3 月 ／全国信用組合中央協会へ加盟
　　同年 6月 ／ 和歌山県国民健康保険団体連合会と診療報酬の振

込事務の取扱いに関する契約締結
昭和41年 6 月 ／ 医療金融公庫（現独立行政法人福祉医療機構）代理

店契約締結
昭和46年 7 月 ／預金保険機構へ加盟
昭和49年 3 月 ／創立10周年 3月末預金残高615百万円
昭和59年 3 月 ／創立20周年 3月末預金残高2,966百万円
平成 6年 3月 ／創立30周年 3月末預金残高6,119百万円
平成 7年10月 ／全国銀行内国為替制度に加盟
  　和歌山銀行協会（和歌山手形交換所）に加盟
平成11年 5 月 ／総預金100億円突破
平成12年 4 月 ／監督官庁が和歌山県から国（金融庁）にかわる
平成16年 3 月 ／創立40周年 3月末預金残高16,366百万円組合員数1,354名
平成20年 7 月 ／ 信組情報サービス㈱（SKCセンター）のシステムへ移行
平成23年10月 ／第34回全国医師信用組合連絡協議会を和歌山市で開催
平成24年 3 月 ／第60回全国医師信用組合事務会議を和歌山市で開催
　　同年 8月 ／総預金200億円突破組合員数1,468名
平成25年 6 月 ／創立50周年記念商品の取扱開始（平成26年 6 月迄取扱）
平成26年 3 月 ／  創立50周年 3月末預金残高21,288百万円
  　組合員数1,483名
　　同年 9月 ／創立50周年記念式典・記念講演及び祝賀会開催
平成27年 1 月 ／創立50周年記念誌発行
　　同年 3月 ／貸出金60億円突破　預金残高21,904百万円
　　同年 4月 ／特別定期預金「スタート」取扱開始
　　同年10月 ／マイナンバー制度に関する諸規程の制定

事業の組織

総 代 会

理 事 会
監 事 会

理 事 長
副 理 事 長
専 務 理 事

業 務総 務 融 資

常 

務 

会

内 部 監 査
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■総代会の仕組みと機能
　当組合は、協同組合組織による金融機関であり組合員の総意により組合の意思を決定する機関である総会が設けられています。この総会は、組
合員の総数が法定数（200人）を超える組合については、定款の定めにより総会に代わるべき「総代会」を設けることが認められています。「総代会」
は組合員の中から選出された総代により構成され、定款の変更、計算書類等の承認、理事・監事の選挙など重要事項について、決議を行う最高意
思決定機関です。
■総代の役割
　総代は組合員の代表として、組合員の総意を当組合の経営に反映する重要な役割を担っております。
■総代の選出方法
　総代の定数は100人以上110人以下と総代選挙規約に規定されており、任期は 2年です。選出は「定款及び総代選挙規約」に従い、各選挙区毎に定
数を定め、各選挙区から選挙により選出されます。
■総代会の決議事項
　第54回通常総代会が、平成30年 6 月 9 日（土）午後 4時18分より、ホテルアバローム紀の国 2階鳳凰の間で開催されました。当日は、総代109名
のうち委任状を含む出席60名のもと、全議案が可決承認されました。

決議事項
　第 1号議案 第54期事業年度（平成29年4.1～平成30年3.31）の計算書類（貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案）
  の承認及び事業報告の内容報告の件
  本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 2号議案 第55期事業年度（平成30年4.1～平成31年3.31）の事業計画決定の件
  本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 3号議案 定款一部改正の件
  本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 4号議案 役員選任の件
  本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 5号議案 退任役員に対して退職慰労金贈呈の件
  本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 6号議案 理事及び監事の報酬額の件
  本件は、原案のとおり可決承認されました。

総代会について

選　　挙　　区 総代定数 総代数
和 歌 山 市 地 区
（和歌山市医師会地区） 57人 57人

海 南 地 区
（海 南 医 師 会 地 区） 8人 8人

那 賀 地 区
（那 賀 医 師 会 地 区） 10人 10人

伊 都 地 区
（伊 都 医 師 会 地 区） 8人 8人

有 田 地 区
（有 田 医 師 会 地 区） 4人 4人

有 田 市 医 師 会
（有田市医師会地区） 2人 2人

日 高 地 区
（日 高 医 師 会 地 区） 6人 6人

田 辺 市 地 区
（田辺市医師会地区） 7人 7人

西 牟 婁 郡 地 区
（西牟婁郡医師会地区） 2人 2人

東 牟 婁 郡 地 区
（東牟婁郡医師会地区） 2人 2人

新 宮 市 地 区
（新宮市医師会地区） 3人 3人

計 109人 109人

■総代の選挙区・定数 （平成30年 4 月 1 日現在）

出席

立候補

組合経営の
意思決定

総代会（最高意思決定機関）

組
合
員
の
意
見
集
約

総 代 和歌山県
医師信用組合

総代選挙

組 合 員

出資・預金・融資など

選出

推薦

討議

■総代会の仕組み
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経理・経営内容
 貸借対照表 （単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成28年度 平成29年度
現 金 21,132 13,001
預 け 金 11,029,968 10,679,602
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―
商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 8,137,399 8,837,040
国 債 218,190 222,290
地 方 債 1,354,477 1,247,337
短 期 社 債 ― ―
社 債 6,460,651 7,065,142
株 式 100 100
そ の 他 の 証 券 103,980 302,170
貸 出 金 5,984,526 6,140,391
割 引 手 形 ― ―
手 形 貸 付 ― ―
証 書 貸 付 5,984,526 6,140,391
当 座 貸 越 ― ―

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 107,321 104,072
未 決 済 為 替 貸 ― ―
全 信 組 連 出 資 金 20,000 20,000
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 38,941 38,354
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等差入担保金 ― ―
リ ー ス 投 資 資 産 ― ―
そ の 他 の 資 産 48,379 45,717
有 形 固 定 資 産 20,903 17,844
建 物 13,683 13,586
土 地 ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 7,219 4,258

無 形 固 定 資 産 232 232
ソ フ ト ウ ェ ア ― ―
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
その他の無形固定資産 232 232
繰 延 税 金 資 産 ― ―
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 2,070 1,150
貸 倒 引 当 金 △ 19,655 △ 26,924
（うち個別貸倒引当金） ― ―

資 産 の 部 合 計 25,283,897 25,766,410

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成28年度 平成29年度
預 金 積 金 22,684,275 23,169,105
当 座 預 金 ― ―
普 通 預 金 5,725,431 5,814,191
貯 蓄 預 金 ― ―
通 知 預 金 ― ―
定 期 預 金 15,494,259 15,926,360
定 期 積 金 1,434,614 1,398,051
そ の 他 の 預 金 29,969 30,502

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 400,000 400,000
借 入 金 ― ―
当 座 借 越 400,000 400,000
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コマーシャル・ペーパー ― ―
外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 37,575 31,918
未 決 済 為 替 借 ― ―
未 払 費 用 12,963 10,271
給 付 補 塡 備 金 3,693 3,097
未 払 法 人 税 等 15,400 13,235
前 受 収 益 2,084 1,890
払 戻 未 済 金 2,150 2,080
職 員 預 り 金 ― ―
先 物 取 引 受 入 証 拠 金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等受入担保金 ― ―
リ ー ス 債 務 ― ―
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 1,282 1,344

賞 与 引 当 金 3,770 3,704
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 34,845 37,442
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 16,335 13,100
特 別 法 上 の 引 当 金 ― ―
金融商品取引責任準備金 ― ―

繰 延 税 金 負 債 74,220 71,177
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 2,070 1,150
負 債 の 部 合 計 23,253,091 23,727,599
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 91,740 91,280
普 通 出 資 金 91,740 91,280
優 先 出 資 金 ― ―

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― ―
資 本 準 備 金 ― ―
そ の 他 資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 1,699,779 1,711,790
利 益 準 備 金 92,220 91,740
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,607,559 1,620,050

特 別 積 立 金 1,552,200 1,577,200
（ 目 的 積 立 金 ） （7,200） （7,200）
当期未処分剰余金 55,359 42,850

自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 1,791,519 1,803,070
その他有価証券評価差額金 239,286 235,739
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土 地 再 評 価 差 額 金 ― ―
評 価・換 算 差 額 等 合 計 239,286 235,739
純 資 産 の 部 合 計 2,030,805 2,038,810
負債及び純資産の部合計 25,283,897 25,766,410
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（注）
1 ．記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては当事業年度末の市
場価格等に基づく時価法、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のについては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。
3．有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用
年数は次のとおりであります。
　  建物　15年～50年　その他　 4年～15年
4 ．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り次の通り計上してお
ります。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に
関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第 4号）
に規定する正常先債権および要注意先債権に相当する債権については、一定
の種類毎に分類し過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒
実績率に基づき算出した額と、理事会で決議された予想損失率で算出した額
のうち、大きい方を計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権につ
いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。全ての債権は、
資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施しており、その査定結果により
上記の引当をおこなっております。
5．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込み額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
6．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。
　なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度
（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項
は次のとおりです。
　⑴　制度全体の積立状況に関する事項（平成29年 3 月31日現在）
  年金資産の額    358,256百万円
  年金財政計算上の給付債務の額  312,095百万円
  差引額       　 46,161百万円
　⑵　制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（平成28年 4 月～平成29年 3 月）
  0. 065%
　⑶　 上記（ 1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高

　25,609百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は
　期間15年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛
　金 4百万円を費用処理しています。

 　　　なお、上記（ 2）の割合は当組合の実際負担割合とは一致しません。
7．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に
対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。
8．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額121百万円
9．有形固定資産の減価償却累計額16百万円
10．貸出金のうち、破綻先債権額及び延滞債権額はありません。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも
のとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年
政令第97号）第96条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4
号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出
金以外の貸出金であります。
11．貸出金のうち、 3か月以上延滞債権額は93百万円であります。
　なお、 3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日
から 3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。
12．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は684百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の
債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3か
月以上延滞債権に該当しないものであります。
13．破綻先債権額、延滞債権額、 3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は777百万円であります。
　なお、10．から13．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
14．担保に提供している資産は，次のとおりであります。
　　　　　　　担保提供している資産　　　預け金　　1,100百万円
　　　　　　　担保資産に対応する債務　　借用金　　　400百万円
15．出資 1口当たりの純資産額は22,335円78銭です。
16．金融商品に関する事項
　⑴　金融商品に対する取組方針
　　　 当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行

っております。このため、金利変動リスクが経営に及ぼす影響について、
資産及び負債を含めて総合的に管理をしております。

　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　　　 当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸

出金です。
　　　 また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的、純投資目的で保有

しております。
　　　 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価

格の変動リスクに晒されております。
　　　 一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒

されております。
　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　①信用リスクの管理
　　　 当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別

案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問
題債権への対応などの与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　　　 これらの与信管理は、融資担当部署により行われ、定期的に開催される
常務会や理事会において審議・報告がなされております。

　　　 又、有価証券の発行体の信用リスクに関しては、担当部署において信用
情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　　②市場リスクの管理
　　　 当組合において、市場リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け

金」「有価証券」「貸出金」「預金」です。
　　　 当組合では、これらの金融資産・金融負債について、保有期間240日、観

測期間 5年間で計測される99パーセンタイル金利変動幅を用いた経済価
値の変動を市場リスク量として、定量分析を行っています。

　　　 当該リスク量の算出に当たってはラダー法を用い、対象の金融資産及び
金融負債の金利更改期の金利感応度および金利更改期の99パーセンタイ
ル変動幅を用いています。

　　　 平成30年 3 月31日において、当該リスク量の大きさは213百万円になり
ます。ただし、当該リスク量は金利以外のリスク変数が一定の場合を想
定しているため、金利以外のリスク変数が変化した場合のリスク量は捕
捉できません。イールドカーブの影響を大きく受ける商品の場合不正確
になる可能性があります。又、99パーセンタイル変動幅を超える変動が
生じた場合には算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　 当組合は、常務会を通じて、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段

の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによっ
て、流動性リスクを管理しております。

　⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によ
った場合、当該価額が異なることもあります。

　　　 なお、金融商品のうち貸出金、預け金については、簡便な計算により算
出した時価に代わる金額を開示しております。

17．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
非上場株式等は、次表には含めておりません。

（単位：百万円）
貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

⑴　預け金（* 1） 10,679 10,690 10
⑵　有価証券
　　　満期保有目的の債券 394 401 7
　　　その他有価証券 8,442 8,442 0
⑶　貸出金 ( * 1 ) 6,140 6,174 33
　　　貸倒引当金 ( * 2 ) △ 26

6,113 6,174 60
金融資産計 25,630 25,708 78

⑴　預金積金 ( * 1 ) 23,169 23,172 3
⑵　借用金( * 1 ) 400 399 0

金融負債計 23,569 23,572 3
（* 1 ） 貸出金、預け金、預金積金、借用金の「時価」については、「簡便な

計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（* 2 ）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

（注 1）金融商品の時価等の算定方法
　  金融資産
　⑴　 預け金
　　　 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみ
なしております。

　⑵　 有価証券
　　　債券は取引所の価格又は金融機関から提示された価格によっております。
　⑶　貸出金
　　　 貸出金は、期間に基づく区分ごとにその合計額を市場金利で割り引いた

価額を時価とみなしております。
 　金融負債
　⑴　 預金積金
　　　 要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）

を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定の金額帯および
期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、その合計額を一種類の
市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

　⑵　 借用金
　　　 借用金については、帳簿価格を時価としております。
18．貸借対照表計上額のうち時価を把握することが極めて困難と認められる有
価証券は、次のとおりであります。
  非上場株式　100千円
19．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　⑴　 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　⑵　 満期保有目的の債券
     　＜時価が貸借対照表計上額を超えるもの＞

債　券 貸借対照表計上額 時　価 差　額
地方債 95百万円 98百万円 3百万円
社　債 199百万円 206百万円 7百万円
小　計 294百万円 305百万円 10百万円

     　＜時価が貸借対照表計上額を超えないもの＞
債　券 貸借対照表計上額 時　価 差　額
その他 100百万円 96百万円 △ 3 百万円
小　計 100百万円 96百万円 △ 3 百万円
合　計 394百万円 401百万円 7百万円

泫 時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
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経理・経営内容

 損益計算書 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
経 常 収 益 218,664 201,419
資 金 運 用 収 益 189,446 179,331
貸 出 金 利 息 71,737 71,284
預 け 金 利 息 17,871 16,968
買 入 手 形 利 息 ― ―

コ ー ル ロ ー ン 利 息 ― ―

買 現 先 利 息 ― ―

債券貸借取引受入利息 ― ―

有価 証 券 利 息 配 当 金 99,038 90,277
金利スワップ受入利息 ― ―

そ の 他 の 受 入 利 息 800 800
役 務 取 引 等 収 益 500 518
受 入 為 替 手 数 料 482 506
そ の 他 の 役 務 収 益 17 12
そ の 他 業 務 収 益 28,717 21,569
外 国 為 替 売 買 益 ― ―

商品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―

国 債 等 債 券 売 却 益 28,188 21,058
国 債 等 債 券 償 還 益 5 2
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―

そ の 他 の 業 務 収 益 524 508
そ の 他 経 常 収 益 ― ―

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ― ―

償 却 債 権 取 立 益 ― ―

株 式 等 売 却 益 ― ―

金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ―

そ の 他 の 経 常 収 益 ― ―

経 常 費 用 179,676 178,060
資 金 調 達 費 用 24,603 20,248
預 金 利 息 21,243 17,188
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 3,271 3,060
譲 渡 性 預 金 利 息 ― ―

借 用 金 利 息 88 ―

売 渡 手 形 利 息 ― ―

コ ー ル マ ネ ー 利 息 ― ―

売 現 先 利 息 ― ―

債券貸借取引支払利息 ― ―

コマーシャル・ペーパー利息 ― ―

金利スワップ支払利息 ― ―

そ の 他 の 支 払 利 息 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 1,783 1,738
支 払 為 替 手 数 料 226 234
そ の 他 の 役 務 費 用 1,556 1,504

そ の 他 業 務 費 用 51 ―

外 国 為 替 売 買 損 ― ―

商品 有 価 証 券 売 買 損 ― ―

国 債 等 債 券 売 却 損 ― ―

国 債 等 債 券 償 還 損 41 ―

国 債 等 債 券 償 却 ― ―

金 融 派 生 商 品 費 用 ― ―

そ の 他 の 業 務 費 用 9 ―

経 費 149,135 147,001
人 件 費 95,428 96,517
物 件 費 53,547 50,260
税 金 160 222
そ の 他 経 常 費 用 4,102 9,071
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,587 7,268
貸 出 金 償 却 ― ―

株 式 等 売 却 損 ― ―

株 式 等 償 却 ― ―

金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ―

そ の 他 資 産 償 却 ― ―

そ の 他 の 経 常 費 用 2,515 1,802
経 常 利 益 38,987 23,359

科　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
特 別 利 益 9 ―

固 定 資 産 処 分 益 9 ―

負 の の れ ん 発 生 益 ― ―

金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―

そ の 他 の 特 別 利 益 ― ―

特 別 損 失 0 ―

固 定 資 産 処 分 損 0 ―

減 損 損 失 ― ―

金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―

そ の 他 の 特 別 損 失 ― ―

税 引 前 当 期 純 利 益 38,997 23,359
法人税、住民税及び事業税 8,263 7,563
法 人 税 等 調 整 額 △ 13 △ 1,678
法 人 税 等 合 計 8,249 5,884
当 期 純 利 益 30,747 17,474
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 24,611 25,376
当 期 未 処 分 剰 余 金 55,359 42,850
泫 1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　 2 ．出資１口当りの当期純利益   190円95銭

（前ページより続き）
　（3）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分したものはありません。
　（4）その他有価証券
　　　＜貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの＞

債　券 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
国　債 222百万円 201百万円 20百万円
地方債 1,052百万円 899百万円 152百万円
社　債 5,759百万円 5,599百万円 160百万円
その他 103百万円 100百万円 3百万円
小　計 7,137百万円 6,801百万円 336百万円

　　＜貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの＞
債　券 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
地方債 99百万円 100百万円 0百万円
社　債 1,105百万円 1,113百万円 △ 7 百万円
その他 98百万円 101百万円 △ 2 百万円
小　計 1,304百万円 1,314百万円 △ 10百万円
合　計 8,442百万円 8,115百万円 326百万円

泫 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価によ
り計上したものであります。

20．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
21．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価額 売却益 売却損
300百万円 21百万円 ―

22．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の
償還予定額は、次のとおりであります。

債　券 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国　債 ― ― ― 222百万円
地方債 ― ― 319百万円 928百万円
社　債 603百万円 1,935百万円 2,891百万円 1,635百万円
その他 ― 103百万円 98百万円 100百万円
合　計 603百万円 2,038百万円 3,309百万円 2,886百万円

23．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。

繰延税金資産
役員退職慰労金損金算入限度超過額 3百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 10百万円
その他 5百万円

　　　繰延税金資産合計 19百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 90百万円

　　　繰延税金負債合計 90百万円
繰延税金負債純額 71百万円
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経理・経営内容

科　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 55,359 42,850
積 立 金 取 崩 額 480 460
剰 余 金 処 分 額 55,839 43,310
利 益 準 備 金 ― ―
普通出資に対する配当金 5,462 5,447

（年 6％の割合） （年 6％の割合）
特 別 積 立 金 25,000 10,000
　　（ う ち 目 的 積 立 金 ） (ー) (ー)

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） 25,376 27,863

 剰余金処分計算書 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
人 件 費 95,428 96,517

報 酬 給 料 手 当 79,315 79,681
退 職 給 付 費 用 6,923 7,398
そ の 他 9,188 9,437

物 件 費 53,547 50,260
事 務 費 24,395 21,354
固 定 資 産 費 7,025 7,477
事 業 費 6,728 6,891
人 事 厚 生 費 2,348 2,779
有 形 固 定 資 産 償 却 3,962 3,641
無 形 固 定 資 産 償 却 ― ―
そ の 他 9,087 8,116

税 金 160 222
経 費 合 計 149,135 147,001

 経費の内訳 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
役 務 取 引 等 収 益 500 518
受 入 為 替 手 数 料 482 506
そ の 他 の 受 入 手 数 料 17 12
そ の 他の役務取引等収益 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 1,783 1,738
支 払 為 替 手 数 料 226 234
そ の 他 の 支 払 手 数 料 426 360
そ の 他 の役務取引等費用 1,129 1,143

 役務取引の状況 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
受 取 利 息 の 増 減 △ 31,076 △ 10,115
支 払 利 息 の 増 減 △ 2,025 △ 4,355

 受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
業 務 純 益 41,502 25,161

 業務純益 （単位：千円）

 粗利益 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
資 金 運 用 収 益 189,446 179,331
資 金 調 達 費 用 24,603 20,248

資 金 運 用 収 支 164,842 159,082
役 務 取 引 等 収 益 500 518
役 務 取 引 等 費 用 1,783 1,738

役 務 取 引 等 収 支 △ 1,282 △ 1,219
そ の 他 業 務 収 益 28,717 21,569
そ の 他 業 務 費 用 51 ―

そ の 他 業 務 収 支 28,666 21,569
業 務 粗 利 益 192,226 179,431
業 務 粗 利 益 率 0.79％ 0.71％

泫 業務粗利益率＝
業務粗利益

×100
資金運用勘定計平均残高

種　　　　　　　類 平成28年度 平成29年度
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 304 312 7 95 98 3
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 199 209 9 199 206 7
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 504 522 17 294 305 10

時価が貸借対照表計上額を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― 100 96 △ 3
小 計 ― ― ― 100 96 △ 3

合 計 504 522 17 394 401 7
泫 1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。 　 2 ．上記の「その他」は、外国証券です。
　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

 満期保有目的の債券 （単位：百万円）

泫 1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。　　 2．上記の「その他」は、外国証券です。
　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

種　　　　　　　類 平成28年度 平成29年度
貸借対照表計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 6,546 6,201 345 7,034 6,701 333
 国 債 218 201 16 222 201 20
 地 方 債 1,049 899 149 1,052 899 152
 短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
 社 債 5,279 5,099 179 5,759 5,599 160
そ の 他 103 100 3 103 100 3
小 計 6,650 6,301 349 7,137 6,801 336

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 981 1,000 △ 18 1,205 1,213 △ 7
 国 債 ― ― ― ― ― ―
 地 方 債 ― ― ― 99 100 0
 短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
 社 債 981 1,000 △ 18 1,105 1,113 △ 7
そ の 他 ― ― ― 98 101 △ 2
小 計 981 1,000 △ 18 1,304 1,314 △ 10

合 計 7,632 7,301 331 8,442 8,115 326

 その他有価証券 （単位：百万円）
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区　　　　　　分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
経 常 収 益 267,466 259,224 246,403 218,664 201,419
経 常 利 益 84,241 57,161 69,697 38,987 23,359
当 期 純 利 益 60,243 45,180 50,396 30,747 17,474
預 金 積 金 残 高 21,288,402 21,904,496 22,057,093 22,684,275 23,169,105
貸 出 金 残 高 5,616,163 6,048,077 5,521,944 5,984,526 6,140,391
有 価 証 券 残 高 9,397,571 9,641,376 9,365,831 8,137,399 8,837,040
総 資 産 額 23,317,511 24,015,377 24,759,845 25,283,897 25,766,410
純 資 産 額 1,853,918 1,946,130 2,091,186 2,030,805 2,038,810
自己資本比率（単体） 15.44％ 15.27％ 15.78％ 16.19％ 15.66％
出 資 総 額 93,410 92,520 92,220 91,740 91,280
出 資 総 口 数 93,410口 92,520口 92,220口 91,740口 91,280口
出資に対する配当金 10.00％ 6.00％ 6.00％ 6.00％ 6.00％
職 員 数 8人 9人 9人 9人 9人
泫 1．残高計数は期末日現在のものです。
　 2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

経理・経営内容

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

科　　　目 年　度 平均残高 利　息 利回り
資 金 運 用
勘 定

28年度 24,280百万円 189,446千円 0.78%

29年度 25,122 179,331 0.71
う ち
貸 出 金

28年度 5,651 71,737 1.26
29年度 6,192 71,284 1.15

う ち
預 け 金

28年度 10,442 17,871 0.17
29年度 10,663 16,968 0.15

う ち
有 価 証 券

28年度 8,167 99,038 1.21
29年度 8,247 90,277 1.09

資 金 調 達
勘 定

28年度 22,531 24,603 0.10
29年度 23,348 20,248 0.08

う ち
預 金 積 金

28年度 22,131 24,514 0.11
29年度 22,948 20,248 0.08

う ち
譲 渡 性 預 金

28年度 ― ― ―

29年度 ― ― ―

う ち
借 用 金

28年度 400 88 0.02
29年度 400 ― ―

 総資産利益率 （単位：％）

区　　　　　　　分 平成28年度 平成29年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.15 0.09
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.12 0.06

泫 総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

×100
総資産（債務保証見返を除く）平均残高

先物取引の時価情報

該当事項なし

オフバランス取引の状況

該当事項なし

 総資金利鞘等 （単位：％）

区　　　　　　分 平成28年度 平成29年度
資 金 運 用 利 回（a） 0.78 0.71
資 金 調 達 原 価 率（b） 0.77 0.71
資 金 利 鞘 （ a － b） 0.01 ―

 主要な経営指標の推移 （単位：千円）

 職員 1 人当りの預金及び貸出金残高 （単位：千円）

区　　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
職 員 1 人 当 り の 預 金 残 高 2,520,475 2,574,345
職員 1人当りの貸出金残高 664,947 682,265

 1 店舗当りの預金及び貸出金残高 （単位：千円）

区　　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
1 店 舗 当 り の 預 金 残 高 22,684,275 23,169,105
1 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高 5,984,526 6,140,391

 預貸率及び預証率 （単位：％）

泫 1．預貸率＝
貸出金

×100
預金積金＋譲渡性預金

　 2．預証率＝
有価証券

×100
預金積金＋譲渡性預金

区　　　　　　分 平成28年度 平成29年度

預 貸 率
（ 期　　末 ） 26.38 26.50
（ 期中平均） 25.53 26.98

預 証 率
（ 期　　末 ） 35.87 38.14
（ 期中平均） 36.90 35.93

 その他業務収益の内訳 （単位：千円）

項　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―

商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―

国 債 等 債 券 売 却 益 28,188 21,058
国 債 等 債 券 償 還 益 5 2
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―

そ の 他 の 業 務 収 益 524 508
そ の 他 業 務 収 益 合 計 28,717 21,569

売買目的有価証券

該当事項なし

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当事項なし



9

経理・経営内容

項　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 100 100
合 計 100 100

 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券 （単位：千円）

泫１． 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基
準を採用しております。

 自己資本の充実の状況 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成28年度 平成29年度経過措置による不算入額 経過措置による不算入額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 1,786,056 1,797,623

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 91,740 91,280
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 1,699,779 1,711,790
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△） 5,462 5,447
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 19,655 26,924
う ち、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 19,655 26,924
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （イ） 1,805,712 1,824,547
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （ 2）
無 形 固 定 資 産（ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・ ラ イ ツ に
係 る も の を 除 く 。） の 額 の 合 計 額 100 67 134 33

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ― ― ―

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 100 67 134 33
繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。）の 額 ― ― ― ―

適 格 引 当 金 不 足 額 ― ― ― ―

証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ― ― ―

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ― ― ―

前 払 年 金 費 用 の 額 ― ― ― ―

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ― ― ―

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ― ― ―

少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ― ― ―

信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ― ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 0 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ― ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 5 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ― ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ロ） 100 134
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （（イ）－（ロ））（ハ） 1,805,611 1,824,413
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 （ 3）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 10,796,723 11,326,648
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 199,932 △ 199,966

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） 67 33
う ち 、 繰 延 税 金 資 産 ― ―

う ち 、 前 払 年 金 費 用 ― ―

う ち、他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー △ 200,000 △ 200,000
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 351,377 323,232
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 11,148,100 11,649,880
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （（ハ）／（ニ）） 16.19％ 15.66％
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資 金 調 達

区　　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 17,723,633 78.1 18,087,587 78.1
法 人 4,960,641 21.9 5,081,517 21.9
一 般 法 人 4,960,641 21.9 5,081,517 21.9
金 融 機 関 ― ― ― ―

公 金 ― ― ― ―

合 計 22,684,275 100.0 23,169,105 100.0

種　　　　　目
平成28年度 平成29年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 5,427,619 24.5 5,747,928 25.0
定 期 性 預 金 16,686,340 75.4 17,181,825 74.9
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―

そ の 他 の 預 金 17,816 0.1 18,845 0.1
合 計 22,131,776 100.0 22,948,599 100.0

 預金種目別平均残高 （単位：千円、％）  預金者別預金残高 （単位：千円、％）

区　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 15,494,259 15,926,360
変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―

そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―

合 計 15,494,259 15,926,360

 定期預金種類別残高 （単位：千円）

資 金 運 用

科　　　　目
平成28年度 平成29年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 ― ― ― ―

手 形 貸 付 138,104 2.4 104,923 1.7
証 書 貸 付 5,513,418 97.6 6,087,212 98.3
当 座 貸 越 ― ― ― ―

合 計 5,651,523 100.0 6,192,135 100.0

 貸出金種類別平均残高 （単位：千円、％）

区　　　　分
平成28年度 平成29年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 279,697 3.4 201,605 2.4
地 方 債 1,255,677 15.4 1,119,948 13.6
短 期 社 債 ― ― ― ―

社 債 6,531,830 80.0 6,679,323 81.0
株 式 100 0.0 100 0.0
外 国 証 券 100,010 1.2 246,247 3.0
そ の 他 の 証 券 ― ― ― ―

合 計 8,167,316 100.0 8,247,223 100.0
泫当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

 有価証券種類別平均残高 （単位：千円、％）

区　　　　　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
平成28年度末 ― ― ― 218
平成29年度末 ― ― ― 222

地 方 債
平成28年度末 199 ― 226 928
平成29年度末 ― ― 319 928

短期社債
平成28年度末 ― ― ― ―

平成29年度末 ― ― ― ―

社 債
平成28年度末 501 2,038 2,298 1,622
平成29年度末 603 1,935 2,891 1,635

株 式
平成28年度末 ― ― ― ―

平成29年度末 ― ― ― ―

外国証券
平成28年度末 ― ― 103 ―

平成29年度末 ― 103 98 100
その他の
証 券

平成28年度末 ― ― ― ―

平成29年度末 ― ― ― ―

合 計
平成28年度末 701 2,038 2,628 2,769
平成29年度末 603 2,038 3,309 2,886

 有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

業　　種　　別 平成28年度末 平成29年度末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

製 造 業 ― ― ― ―

農 業 、 林 業 ― ― ― ―

漁 業 ― ― ― ―

鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―

建 設 業 ― ― ― ―

電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ―

情 報 通 信 業 ― ― ― ―

運 輸 業、郵 便 業 ― ― ― ―

卸 売 業、小 売 業 ― ― ― ―

金 融 業、保 険 業 ― ― ― ―

不 動 産 業 ― ― ― ―

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ―

宿 泊 業 ― ― ― ―

飲 食 業 ― ― ― ―

生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ―

教育、学習支援業 ― ― ― ―

医 療 、 福 祉 5,977,044 99.9 6,130,194 99.8
その他のサービス ― ― ― ―

そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―

小 計 5,977,044 99.9 6,130,194 99.8
国・地方公共団体等 ― ― ― ―

個人（住宅・消費・納税資金等） 7,482 0.1 10,197 0.2
合 計 5,984,526 100.0 6,140,391 100.0
泫業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

 貸出金業種別残高・構成比 （単位：千円、％）
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資 金 運 用

区　　　　　　　分 金　　　額 構成比 債務保証見返額
当組合預金
積 金

平成28年度末 226,243 3.8 ―

平成29年度末 187,987 3.1 ―

有 価 証 券
平成28年度末 ― ― ―

平成29年度末 ― ― ―

動 産
平成28年度末 ― ― ―

平成29年度末 ― ― ―

不 動 産
平成28年度末 5,358,795 89.5 2,070
平成29年度末 5,548,550 90.3 1,150

そ の 他
平成28年度末 ― ― ―

平成29年度末 ― ― ―

小 計
平成28年度末 5,585,039 93.3 2,070
平成29年度末 5,736,537 93.4 1,150

信用保証協会・
信 用 保 険

平成28年度末 ― ― ―

平成29年度末 ― ― ―

保 証
平成28年度末 2,222 0.1 ―

平成29年度末 1,784 0.1 ―

信 用
平成28年度末 397,264 6.6 ―

平成29年度末 402,069 6.5 ―

合 計
平成28年度末 5,984,526 100 2,070
平成29年度末 6,140,391 100 1,150

 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
固 定 金 利 貸 出 76,495 60,471
変 動 金 利 貸 出 5,908,031 6,079,920
合 計 5,984,526 6,140,391

 貸出金金利区分別残高 （単位：千円）

区　　　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 1,852,771 31.0 2,025,879 33.0
設 備 資 金 4,131,754 69.0 4,114,512 67.0
合 計 5,984,526 100.0 6,140,391 100.0

 貸出金使途別残高 （単位：千円、％）

区　　　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 200,524 30.8 181,031 32.1
住 宅 ロ ー ン 449,413 69.2 383,258 67.9
合 計 649,938 100.0 564,289 100.0

 消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：千円、％）

項　　　　　　目 平成28年度末 平成29年度末
貸 出 金 償 却 額 ― ―

 貸出金償却額 （単位：千円）

泫 当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引
当は行っておりません。

項　　　　　目
平成28年度末 平成29年度末

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一般貸倒引当金 19,655 1,587 26,924 7,269
個 別貸倒引当金 ― ― ― ―

貸倒引当金合計 19,655 1,587 26,924 7,269

 貸倒引当金の内訳 （単位：千円）

区　　　分 債権額 
（A）

担保・
保証等 
（B）

貸倒 
引当金 
（C）

保全額 
（D）=（B）+（C）

保全率 
（D）/（A）

貸倒引当
金引当率 
（C）/（A-B）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成28年度 ― ― ― ― ― ―

平成29年度 ― ― ― ― ― ―

危険債権
平成28年度 ― ― ― ― ― ―

平成29年度 ― ― ― ― ― ―

要管理債権
平成28年度 ― ― ― ― ― ―

平成29年度 777 510 15 525 67.56 5.61

不良債権計
平成28年度 ― ― ― ― ― ―

平成29年度 777 510 15 525 67.56 5.61

正常債権
平成28年度 5,986
平成29年度 5,363

合 計
平成28年度 5,986
平成29年度 6,141

泫 1 ． 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生
手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権です。

　 2 ． 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営
成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権です。

　 3 ． 「要管理債権」とは、「 3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する
貸出債権です。

　 4 ． 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生
債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。

　 5 ． 「担保・保証等 (B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保
証による回収が可能と認められる額の合計額です。

　 6 ． 「貸倒引当金(C)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
　 7 ．金額は決算後（償却後）の計数です。

 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

区　　　　分
残高 担保・保証額 貸倒引当金 保全率
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）

破綻先債権
平成28年度 ― ― ― ―

平成29年度 ― ― ― ―

延 滞 債 権
平成28年度 ― ― ― ―

平成29年度 ― ― ― ―

3 か 月 以 上
延 滞 債 権

平成28年度 ― ― ― ―

平成29年度 93 42 7 52.68
貸出条件緩和
債 権

平成28年度 ― ― ― ―

平成29年度 684 467 7 69.29

合 計
平成28年度 ― ― ― ―

平成29年度 777 510 15 67.56
泫 1． 「破綻先債権」とは、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第 1項第 3号のイか 

らホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　 2 ． 「延滞債権」とは、上記1.及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」とい

う。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸
出金です。

　 3 ． 「 3 か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から 3か月
以上延滞している貸出金（上記1.及び2.を除く）です。

　 4 ． 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
を行った貸出金（上記1.～3.を除く）です。

　 5 ． 「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回
収が可能と認められる額です。

　 6 ． 「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金
額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれてお
りません。

　 7 ． 「保全率（B+C）/（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当
金を設定している割合です。

　 8 ． これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められ
る額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失とな
るものではありません。

 リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）
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経 営 内 容

－定性的事項－
•自己資本調達手段の概要
•自己資本の充実度に関する評価方法の概要
•信用リスクに関する事項
•信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
•派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
•証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
•オペレーショナル・リスクに関する事項
• 協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエク
スポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
• 金利リスクに関する事項

法令等遵守につきましては、金融機関の公共的使命と社会的責任を経
営の最重要課題の一つとして、理事及び監事全員が認識するとともに、
役職員全員に倫理綱領、就業規則等を基本として法令遵守意識や倫理観
を確立するよう日頃より教育、研修をおこなっています。
当組合では、コンプライアンス（法令等遵守）に関する取組みとして、

コンプライアンス委員会規程を制定し、コンプライアンスを統合的に把
握・管理する部署として、コンプライアンス委員会を設けており、役職
員一人ひとりが法令等遵守の徹底を図っております。
又、苦情・相談受付処理体制の整備、反社会的勢力排除への取組み、
内部通報制度などを設け、不祥事件等の未然防止に努めております。

●対象役員
　 当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開
示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として
支払う「報酬」及び在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として
退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　⑴　報酬体系の概要
　【報酬】
　　 非常勤を含む全役員の報酬につきましては、総代会において、理事
全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しており
ます。

　　 そのうえで、各理事の報酬額につきましては当組合の役位を勘案し、
当組合の理事会において決定しております。又、各監事の報酬額に
つきましては、監事の協議により決定しております。

　【退職慰労金】
　　 退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任
時に総代会で承認を得た後、当組合の規程に則り支払っております。

　⑵　平成29年度における対象役員に対する報酬等の支払総額
（単位：千円）

区　分 当期中の報酬総額 総会等で定められた報酬限度額
理　事 18,457 20,000
監　事 1,986 2,000
合　計 20,443 22,000
泫 1 ． 上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第 4号「附

属明細書」における役員に対する報酬です。
　 2． 支払人数は、理事14名、監事 3名です。
　 3．上記以外に支払った役員退職慰労金は、理事4,935千円です。

　⑶ 　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第 1 項第
6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組
合の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金
融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年 3 月29日付金融庁
告示第23号）第 3条第 1項第 3号及び第 5号に該当する事項はあり
ません。

●対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合
の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受け
る者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をい
います。
　なお、平成29年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
　　注 1． 「同等額」は、平成29年度に対象役員に支払った報酬等の平均

額としております。
　　　 2． 当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与

規程」及び「職員退職給与規程」に基づき支払っております。
　　　　  なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組織の金融機関であ

り、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げることや
株価を上げることに動機された報酬となっていないため、職員
が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありません。

●苦情処理措置
　 ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、下記の窓口
をご利用ください。
　　窓　　口：和歌山県医師信用組合　　電話番号：073－423－2504
　　受 付 日： 月曜日～金曜日（祝日及び組合の休業日は除く）
 受付時間　午前 9時～午後 5時

●紛争解決措置
　　東京弁護士会　紛争解決センター（電話：03－3581－0031）
　　第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3595－8588）
　　第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3581－2249）
　 で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さ
まは、上記和歌山県医師信用組合又は、下記窓口までお申し出下さい。
又、お客さまから各弁護士会に直接お申出いただくことも可能です。
なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、
東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。
　 仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当
事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方
法もあります。
　①移管調停： 東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②現地調停： 東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人

が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等
により、共同して解決に当る。

　＊ 移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありま
せんのでご注意ください。

　　具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。
　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　　受 付 日： 月曜日～金曜日（祝日及び協会の休業日は除く）
　　 受付時間　午前 9時～午後 5時
　　電　　話：03－3567－2456

法令等遵守体制

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

報酬体系について

リスク管理体制
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リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針 信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により資産の価値が減少ないし消失し当組合が損失を被るリスクをいいます。

管 理 体 制
当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであると認識のうえ安全性、公共性、収益性、成長性の原則に則
った与信業務の基本的な理念・方針を明示した「クレジットポリシー」を制定し役職員に理解と遵守を促すとともに信用リスク
管理を徹底しています。

評 価 · 計 測
信用リスクの評価は、自己査定による債務者区分別、与信集中によるリスクを抑制するため大口与信先の管理、小口先取引の推
進によるリスク分散等により分析管理し、信用リスクの管理状況については必要に応じて理事会、常務会に報告し対応する態勢
を整備しております。なお計測手法は、標準的手法を採用しております。

発 行 主 体 和歌山県医師信用組合
資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ た 額 91,280 千円
償 還 期 限 ―
配 当 率 年6.00％
泫 当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。

■貸倒引当金の計算基準
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り次の通り計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第
4号）に規定する正常先債権および要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し過去の一定期間における各々の貸倒実績から
算出した貸倒実績率に基づき算出した額と、理事会で決議された予想損失率で算出した額のうち、大きい方を計上しております。破綻懸念先債権
に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当て
ております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当をおこなっております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
リスクウェイトの判定に使用する適格格付機関は次の 2機関を採用しています。
㈱格付投資情報センター（R&I）
㈱日本格付研究所（JCR）

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
全てのエクスポージャーに関して次の 2機関を採用しています。
㈱格付投資情報センター（R&I）
㈱日本格付研究所（JCR）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、不動産担保、預金担保、保証などが該当します。
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、不動産、保証には、人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等がありますが、その
手続きについては、組合が定める各規定等により適切な事務取扱及び適正な評価を行っております。ただし、これらはあくまでも補完的措置であ
り、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質などさまざまな角度から判断を行っております。
また与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいたうえで、ご契約いただく等適切な取扱いに努
めております。またお客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金と相殺をする場合がありますが、当組合が定
める各種約定書に基づき適切な取扱に努めております。なお信用リスク削減手法には適格担保として自組合の預金積金等が該当します。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
該当事項なし

■証券化エクスポージャーに関する事項
該当事項なし

●信用リスクに関する事項

●自己資本調達手段の概要

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

オペレーショナル・リスクとは、「内部プロセス・人・システムが不適切であること、もしくは機能しないこと、または外生的
事象により生じる損失にかかるリスク」と定義しています。

管 理 体 制
当組合は、オペレーショナルリスクについて事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風評リスク等幅広いリス
クと考え「統合的リスク管理基本規程」を定めリスクの顕在化の未然防止及び発生時の影響度を最小化するため管理態勢の整備
に努めております。

評 価 · 計 測 オペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用することとし、又これらのリスクに関しては常務会等
において適切に協議、検討するとともに必要に応じて理事会にも報告する態勢を整備しております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
基礎的手法を採用しております。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
全信組連の出資金及び信組情報サービスの株式を保有していますが、いずれも投資目的で保有しているものではありません。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当組合は、これまで適正な利益を確保し、内部留保による資本の積み上げ等を行うことにより、自己資本の充実を図っております。
経営の健全性・安全性に努めた結果、自己資本比率は国内基準の 4％を上回り、15.66％となっております。
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－定量的事項－
•自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の充実状況P. 9 をご参照ください
•自己資本の充実度に関する事項
•信用リスク（証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
•信用リスク削減手法に関する事項
•派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
•証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
•出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
•金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額…P.14をご参照ください

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

金利リスクとは、市場金利の変動に伴い損失を被るリスクで、資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響等で損失を被るリ
スクをいいます。

管 理 体 制
理事会が金利リスクに関する重要な事項を決定し、その方針に則り、担当部署において金利リスクのモニタリング・分析等を行
い、定期的に常務会に報告をし、常務会においては統合的リスク管理基本規程及び市場リスク管理方針に則って対応策等の協議
を行う管理態勢の整備に努めております。

評 価 · 計 測 内部管理上使用した金利リスクの算定手法（金利リスク・ラダー方式）により、定期的な評価・計測を行い、適宜対応を講じる
態勢としております。

■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
１．計測手法 金利リスク・ラダー方式
１．金利ショック幅　　 99パーセンタイル値又は 1パーセンタイル値
  （当組合は、SMBC日興証券の「NBA」の金利変動データを用いて「金利リスク・ラダー方式」により99パーセンタイル

値又は 1パーセンタイル値の金利リスク量を計測しております。）
１．コア預金 対象 :普通預金
 算定方法： ①過去 5年の最低残高
  ②過去 5年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高
  ③現残高の50%相当額
 以上 3つの内最小の額を上限
 満期：5年以内（平均2.5年）
１．金利感応資産・負債 預貸金・有価証券・預け金、その他金利期間を有する資産・負債

●金利リスクに関する事項

（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 143 213
泫  金利リスクは、当組合の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（預け金、貸出金、有価証券、預金、借用金）が、金利ショックにより発生するリスク量を見るもの
です。当該リスク量の算出に当たってはラダー法を用い、対象の金融資産及び金融負債の金利更改期の金利感応度および金利更改期の99パーセンタイル変動幅を用いています。

リスク管理体制

経 営 内 容 （ 資 料 編 ）

泫 1． 格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　 2． エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　 3． コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）は含まれておりません。

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額
平成28年度 平成29年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
0％ ― 1,427 ― 1,309
10％ ― 199 ― 99
20％ 2,099 11,229 1,599 11,380
35％ ― 74 ― 90
50％ 3,199 ― 4,113 ―

75％ ― 103 ― 92
100％ 499 5,934 499 6,079
150％ ― ― ― ―

250％ ― 217 ― 219
1250％ ― ― ― ―

合　　　　　計 5,799 19,188 6,212 19,272

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）
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経 営 内 容 （ 資 料 編 ）

泫 1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　 3． 「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の

公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。
　 4． 「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品

取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
　 5．「その他」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には出資金、有形・無形固定資産、その他資産が含まれます。
　 6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。          

　　　　　　

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
 粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％  ÷ 8 ％
 直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数 

　 7 ． 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

平成28年度 平成29年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 10,796 431 11,326 453
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 10,996 439 11,526 461

（ⅰ）ソブリン向け 19 0 29 1
（ⅱ）金融機関向け 2,225 89 2,156 86
（ⅲ）法人等向け 7,977 319 8,572 342
（ⅳ）中小企業等・個人向け 72 2 63 2
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 26 1 31 1
（ⅵ）不動産取得等事業向け ― ― ― ―
（ⅶ）三月以上延滞等 ― ― ― ―
（ⅷ）出資等 0 0 0 0

出資等のエクスポージャー 0 0 0 0
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本調達手段のうち
対象普通出資等に該当するもの以外のものに係
るエクスポージャー

500 20 500 20

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であ
ってコア資本に係る調整項目の額に算入されな
かった部分に係るエクスポージャー

20 0 20 0

（ⅺ）その他 155 6 151 6
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 0 0 0 0
④他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージ
ャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ
れなかったものの額

△ 200 △ 8 △ 200 △ 8

⑤CVAリスク相当額を 8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑥中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ．オペレーショナル・リスク 351 14 323 12
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 11,148 445 11,649 465

●自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）
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●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ
平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

― ― 299 399 ― ―

泫 1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　 2． 上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社地域

経済活性化支援機構により保証されたエクスポージャー）を含みません。

経 営 内 容 （ 資 料 編 ）

信用リスク削減手法に関する事項

該当事項なし 該当事項なし

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 証券化エクスポージャーに関する事項

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別） （単位：百万円）

エクスポージャー区分
地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞 
エクスポージャー貸出金、コミットメント及びその他の

デリバティブ以外のオフ・バランス取引 債　券 デリバティブ取引

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
国 内 24,890 25,185 5,986 6,141 7,705 8,209 ― ― ― ―

国 外 100 301 ― ― 100 301 ― ― ― ―

地 域 別 合 計 24,990 25,486 5,986 6,141 7,805 8,510 ― ― ― ―

製 造 業 1,900 1,800 ― ― 1,900 1,800 ― ― ― ―

農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

鉱業、採石業、砂利採取業 100 100 ― ― 100 100 ― ― ― ―

建 設 業 100 200 ― ― 100 200 ― ― ― ―

電気・ガス・熱供給・水道業 299 399 ― ― 299 399 ― ― ― ―

情 報 通 信 業 ― 413 ― ― ― 413 ― ― ― ―

運 輸 業 、 郵 便 業 1,500 1,500 ― ― 1,500 1,500 ― ― ― ―

卸 売 業 、 小 売 業 199 199 ― ― 199 199 ― ― ― ―

金 融 業 、 保 険 業 11,729 11,279 ― ― 700 600 ― ― ― ―

不 動 産 業 499 499 ― ― 499 499 ― ― ― ―

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

医 療 、 福 祉 5,979 6,131 5,979 6,131 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 の サ ー ビ ス 599 799 ― ― 599 799 ― ― ― ―

そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 1,806 1,596 ― ― 1,806 1,596 ― ― ― ―

個 人 7 10 7 10 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 267 556 ― ― 100 401 ― ― ― ―

業 種 別 合 計 24,990 25,486 5,986 6,141 7,805 8,510 ― ― ― ―

１ 年 以 下 6,276 7,154 56 95 699 599 ― ―

１ 年 超 ３ 年 以 下 5,975 4,796 265 273 1,199 1,102 ― ―

３ 年 超 ５ 年 以 下 1,769 1,784 469 574 799 910 ― ―

５ 年 超 ７ 年 以 下 1,163 1,764 563 764 599 999 ― ―

７ 年 超 1 0 年 以 下 3,096 3,107 1,196 911 1,900 2,196 ― ―

10 年 超 6,542 6,723 3,435 3,521 2,606 2,701 ― ―

期 間 の 定 め の な い も の 167 154 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ―

残 存 期 間 別 合 計 24,990 25,486 5,986 6,141 7,805 8,510 ― ―

注 1． 「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除
くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　 2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
　 3． 上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的に

は預け金、出資金、その他資産等が含まれます。
　 4．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

P.11をご参照ください。
●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
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●貸借対照表計上額及び時価等 （単位：百万円）

泫 上記出資等エクスポージャーは、売却等を行う目的のものではなく時価はありません。

区 分 平成28年度 平成29年度
貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

上 場 株 式 等 ― ― ― ―

非 上 場 株 式 等 20 ― 20 ―

合 計 20 ― 20 ―

出資等エクスポージャーに関する事項

該当事項なし該当事項なし

証 券 業 務国 際 業 務

公共債引受額外国為替取扱高

そ の 他 業 務

区　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 ― ―

株式会社商工 組 合 中 央 金 庫 ― ―

株式会社日本 政 策 金 融 公 庫 ― ―

独立行政法人住宅金融支援機構 ― ―

独立行政法人 勤労者退職金共済機構 ― ―

独立行政法人 福 祉 医 療 機 構 10,350 5,750
そ の 他 ― ―

合 計 10,350 5,750

区　　　　　分 構　　成　　比
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 ―

株式会社商 工 組 合 中 央 金 庫 ―

株式会社日 本 政 策 金 融 公 庫 ―

独立行政法人住宅金融支援機構 ―

独立行政法人 勤労者退職金共済機構 ―

独立行政法人 福 祉 医 療 機 構 100%
そ の 他 ―

 代理貸付残高の内訳 （単位：千円） 平成29年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第 5 条の
8第 3項に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

法定監査の状況

区　　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

送金・振込
他の金融機関向け 810 5,255 824 4,880
他の金融機関から 3,930 4,782 3,952 4,950

代金取立
他の金融機関向け ― ― ― ―

他の金融機関から ― ― ― ―

 内国為替取扱実績 （単位：百万円）

種　　　　類 手　数　料
振 込 手 数 料 （ 電 信 ） 1件につき500円
残 高 証 明 書 発 行 手 数 料 無　　　料

融資関連
（1件、1回
あたり）

条 件 変 更 手 数 料 10,000円
繰上返済手数料（一部および全部） 3,000円
繰上返済手数料（他行借換え） 30,000円
不動産担保調査料（新規・追加） 50,000円

上記の手数料には消費税を含んでいます。

 手数料一覧 （平成30年 4 月1日現在）

該当事項なし該当事項なし

外貨建資産残高 公共債窓販実績

　私は当組合の平成29年 4 月 1 日から平成30年 3 月31日までの第54期の事業年度
における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作
成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

平成30年 6 月12日

和歌山県医師信用組合
理事長　平 石 英 三
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［預金業務］
普 通 預 金 出し入れ自由でお手軽、医師会関係諸会費などの「自動引き落とし」にもご利用いただけます。
決済用預金 普通預金と同様のサービスの無利息型預金。預金保険制度の全額保護対象となります。
定 期 預 金 スーパー定期預金、大口定期預金（ 1千万円以上）の取扱いをしています。
定 期 積 金 目標に応じ、毎月一定額を積立てる預金です。

※ねんきん定期（年金受取指定条件）　店頭表示利率＋0.5％
※定期積金（ダブル）
　　　　　期　　間　　　 3年
　　　　　月掛金額　　　 5万円以上
　　　　　利　　率　　　店頭表示利率× 2

［貸出業務］
※ 医業サポートローン
　　　　　ご利用限度額： 4億円　　　　　期間：30年以内
　　　　　利率：0.700%（不動産担保）
　　　　　取扱期間　平成29年 2 月 1 日～平成31年 3 月31日まで

商　　品　　名 ご利用限度額 期　　間 その他
新 規 開 業 支 援 ロ ー ン 1 億 5 千万円まで 30年以内 ご開業資金に
医 療 機 器 購 入 ロ ー ン 2 千万円まで 5年以内 無担保
特 別 融 資 1 千万円まで 2年以内 納税、賞与資金などの短期資金
オ ー ト ロ ー ン 2 千万円まで 7年以内 マイカーのご購入等に
教 育 ロ ー ン 3 千万円まで 8年以内 無担保
教 育 ロ ー ン Ⅱ 1 千万円まで 10年以内 無担保　保証会社保証付
住 宅 ロ ー ン 1 億円まで 30年以内 住宅の新築・増改築資金等に
医 療 事 業 ロ ー ン 4 億円まで 30年以内 新築・増改築資金に
医 療 事 業 ロ ー ン Ⅱ 5 千万円まで 10年以内 無担保
フ リ ー ロ ー ン 1 千万円まで 5年以内 グループ保険等加入
フ リ ー ロ ー ン Ⅱ 1 千万円まで 10年以内 無担保　保証会社保証付
大 型 フ リ ー ロ ー ン 1 億円まで 30年以内 有担保　お使いみちは自由です
ドクターサポートローン 1 千万円まで 5年以内 無担保　保証会社保証付
事 業 継 承 ロ ー ン 4 億円まで 30年以内 事業の継承に

［内国為替業務］
全国すべての金融機関へ迅速・確実にお振込みができます。

○地域密着型金融の推進に関する基本的な方針

　 　当組合の設立趣旨である和歌山県医師会員の相互扶助の金融機関であるということを十分に認識して、今後とも金融サービスの向上

に努め地域医療に貢献すべく取り組んでいきます。

○具体的な取組の重点事項及び具体的目標

　　当組合では「地域密着型金融」の推進については、今後とも下記重点事項について、積極的に推進していくものといたします。

　　①新規開業支援の積極的な取組み

　　②事業承継・設備投資等のニーズへの迅速な対応

　　③顧客への説明態勢の整備・相談苦情処理機能の強化

　　④「経営者保証に関するガイドライン」に準じた対応

　　　等、組合員先生方に積極的に推進することにより金融円滑化に努めてまいります。

業 務 の ご 案 内

○地域に貢献する信用組合の経営姿勢
　 　当組合の設立趣旨である和歌山県医師会会員の相互扶助の金融機関であるということを十分に認識しております。
　 　経営基盤の強化、内部管理態勢の充実、積極的な情報開示に努めることにより、組合員である先生方を金融面よりサポートすることにより、医
業の発展に資する事を基本理念としております。
○取引先への支援状況等
　 　中小企業金融円滑化法の期限が到来しましたが、引き続き貸出条件の変更等の相談を受けた場合は、「中小企業金融円滑化法」の趣旨に則った対
応に努めます。
○企業の社会的責任（CSR）について
　 　業域信用組合として、金融面よりサポートすることにより地域医療の発展に貢献出来るものと認識しています。

地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）

「地域密着型金融」の取組み状況について
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○中小企業の経営支援に関する取組み方針
　　経営支援が必要な取引先に対しては、外部専門家・外部機関等との連携を図り積極的に支援を行なっていく方針です。

○中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　　「中小企業金融円滑化法」の期限到来後も、引き続き経営支援の相談窓口を設置するなど態勢整備を行なっております。

○中小企業の経営支援に関する取り組み状況
　 　医院の運営に必要な資金や開業等により診療所・社宅・附属施設等の土地・建物の取得及び増改築に係る費用、又は医療機器等の購
入に必要な資金、事業を継承する為に必要な費用の融資を目的として医業サポートローン・医療事業 ローン・新規開業支援ローン・医
療機器購入ローン・事業継承ローン等を取り扱っています。 

○創業・新規事業開拓の支援
　「新規開業支援ローン」の取扱い等により、より積極的に開業支援に取組んでおります。

○経営者保証に関するガイドラインへの対応について
　　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受け
た際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係
性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どの
ような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。
　【「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る取り組み事例（平成29年度）】
　 1．主債務者及び保証人の状況、事案の背景等
　　　過度の担保・保証に依存しないで法人の財務状況等の把握に努め、十分な検討を行っています。
　 2．取り組み内容
　　　経営者保証に関するガイドラインに則した対応により、平成29年度は、新規に無保証で 5件の融資の実行を行いました。

○「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
平成28年度 平成29年度

新規に無保証で融資した件数 4件 5件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 15.38％ 10.86％

保証契約を解除した件数 0件 0件

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数  
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

泫1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
　2．期初債務者数は平成29年4月当初の債務者数です。
　3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
　4． 「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先です。なお、経営改善支援取組み先で期中に完済

した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。
　5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
　6．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、ＲＣＣの支援決定先、当組合独自の再生計画策定先の合計先数です。
　7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
○経営改善支援等の取組み実績 （単位：先数、％）

期初債務者数（Ａ） 経営改善
支援取組み率

（α/A）

ランク
アップ率

（β/α）

再生計画
策定率

（δ/α）

うち経営改善支援取組み先（α）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップし
た先数（β）

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかっ
た先（γ）

αのうち再生計画を
策定した先数（δ）

4 4 0 4 0 100 0 0

○平成29年度の取組み実績

　　組合員先生方の設備投資等の資金需要に対する融資取組み実績

　　①医業サポートローン  7 先 895,000千円

　　②借換え専用医療事業ローン 5 件 217,000千円

　　③医療機器購入ローン  5 件 19,700千円

　　④教育ローン  6 件 36,000千円

○平成30年度取組みの重点事項及び具体的目標

　 　新規開業支援の積極的取組み及び組合員先生方の設備投資等に対して、金融面よりサポートしていくことを重点方針として推進して

まいります。又、「経営者保証に関するガイドライン」に則した取組みを実践していきます。

　 　当組合としましては、適切なリスク管理の下、適切かつ積極的にリスクテイクを行い、金融仲介機能を発揮していくことにより、当

組合の信頼の維持、業務の健全性及び適切性を確保するように努めてまいります。
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調　査　実　施　期　間　　平成30年 2 月15日～平成30年 3 月 2 日
アンケート対象及び人数　　自組合の組合員　200人（回答率　47％）

⑴　当組合を知ったきっかけは何ですか

⑵　当組合を知った時期はいつですか

⑶　当組合にどのような印象をお持ちですか

⑷　⑶で回答された理由はどのようなものですか（複数回答可）

⑸　当組合を利用するメリットはどこにあると思われますか（複数
回答可）

⑹　組合の資料やダイレクトメールのうちご覧いただいているもの
は何ですか（複数回答可）

⑺　⑹の質問で「ご覧になっていない」と回答された方のご覧にな
っていない理由は何ですか（複数回答可）

⑻　現在、関心を持っておられることは何ですか（複数回答可）

⑼　⑻で事業継承、開業と回答された方にお尋ねします

⑽　もし今後、融資のご利用を検討されるとしたら資金使途は何で
すか（複数回答可）

52%

17%

17%3%

2%
1%

3% 5%

3%

15%

52%

30%

97%

3%

「利用者満足度アンケート」実施結果について
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【その他の業務】
66.内 国 為 替 取 扱 実 績 …………17
67.外 国 為 替 取 扱 実 績 …該当事項なし17
68.公 共 債 窓 販 実 績 …該当事項なし17
69.公 共 債 引 受 額 …該当事項なし17
70.手 数 料 一 覧 …………17
【その他】
71.ト ピ ッ ク ス ………… 2
72.沿 革 ・ 歩 み ………… 2
73.継続企業の前提の重要な疑義＊ …該当事項なし
74.総 代 会 に つ い て ＊＊ ………… 3

75.報 酬 体 系 に つ い て ＊＊ …………12
76.「利用者満足度アンケート」実施結果について …… 20.21
【地域貢献に関する事項】

77.地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）＊＊ …………18
78.地域密着型金融の取組み状況＊＊ …… 18.19
79.中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊
　　　　　　　　………………………………19
80.「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊
　　　　　　　　………………………………19

各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第６条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、
＊＊印は「監督指針の要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。

⑾　もし今後、融資のご利用を検討されるとしたら金融機関の選択
基準は何ですか（複数回答可）

その他主なご意見
＊年 1～ 2回程度高齢の為訪問してほしい。
＊凝った切手とかわいいイラストを楽しんで見ています。安心な経
営お願いします。

＊とにかく健全な運営をお願いします。
＊現在事業の拡張計画は全くありませんので安全に預金させていた
だけ、利子も多くいただけたら幸いです。そして 1年毎に預金の
種類と額をお知らせいただければ嬉しいです。
＊いつもお世話になり有難うございます。ATM又はコンビニやゆ
うちょのATMが使えるようになると助かります。
＊どこに店舗があって、ATMの存在、記帳可能な場所・方法がわ
からない。
＊預金の引き出し・記帳が行いにくい。金利の案内がハガキ・HP
にない。
＊キャッシュカードで紀陽銀行やきのくに信用金庫等のATMが利
用できるような環境があれば便利かと思います。
＊キャッシュカードがあればいいのにと思います。
＊ATM提携やネットバンキングでのオンライン通帳確認ができれ
ば良いのですが。

店舗一覧表（事務所の名称・所在地） 地区一覧


